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令和５年度補正
労働力確保

体制強化事業

令和６年度取組み内容

設定した成果目標・目標に対する進捗状況

①産地の労働力需要に対する充足率：

▼設定した成果目標
・事業開始時の充足率33％（71人/212人）⇒目標充足率50％

▼R7.2末現在の進捗状況※概算
・本年事業終了時の充足率66％（152人/232人）

今年度の取組み内容

ア 労働力の需給状況の把握（地域の状況及び労働力提供可能な者の把握等）

・令和6年12月から1か月程度の期間に、県内各産地（飛騨トマト、飛騨ほうれんそう、岐阜いちご）へアンケート調査を実施。（232/594経営体回答）
・充足率について、飛騨トマト産地で63％、飛騨ほうれんそう産地で67％、岐阜いちご産地で83％が「労働力が足りている」と回答。
・外国人材を新たに雇用したい（増やしたい）という回答は、飛騨トマト産地で21％、飛騨ほうれんそう産地で12％、岐阜いちご産地で8％。
・産地間連携の取組を活用したいという回答は、飛騨トマト産地で31％、飛騨ほうれんそう産地で30％、岐阜いちご産地で50％。

イ 産地内での労働力確保・育成

・1月22日（水）高山市にて「農業分野における求人アプリ・サイト活用に関する研修会」を開催。
（参加者数：対面23名、Web19名）

[内容]
・社労士より労務管理に関する講義。  
・農業分野で活用のある求人アプリ・サイトの運営会社（5社）より、各社のサービスについて紹介。

事業実施期間令和６年度〈産地間連携等推進タイプ〉

中山間地域の夏秋トマト、ほうれんそうの産地では、夏から秋の最盛期を中心に収穫作業などの労働力不足が課題となっている。一方、平坦地域の冬春ト
マト、イチゴの産地においては、収穫時期を中心に日本人労働力が確保できているが、コロナ明け以降は、労働力確保が難しくなっている。

本事業では県内産地の労働力需要状況調査を実施し、調査結果を基に、求人アプリを活用した産地内での労働力確保、農繁期が異なる中山間地域と平坦地
域の産地間で、外国人材をリレー雇用する試験的な取組みを行い、労働力不足が課題となっている産地における、労働力の充足率向上を目指す。

岐阜県農業経営課

事業実施主体構成員

・Joyous Mediation株式会社
・全国農業協同組合連合会岐阜県本部
・一般社団法人岐阜県農畜産公社
・一般社団法人岐阜県農業会議

協力機関・連携先等



（岐阜県農業経営課）
（岐阜県）

今年度の取組み内容

ウ 他産地・他産業との連携による労働力確保

＜他産地と連携した労働力確保＞
○羽島市冬春トマト農家と高山市夏秋トマト農家で連携し、インドネシア人男性2名の雇用を開始。
・羽島市Ｉ農園にて、令和7年1月10日（金）より雇用開始。

宿泊場所：同市内賃貸アパート
実施日程（予定）：令和７年１月～６月

・令和７年７月～12月の期間は高山市で雇用予定。

○農業経営体と外国人材との交流会、人材確保対策セミナーの開催
・令和６年11月25日（月）高山市にて開催。
（参加者数：63名）
[内容] 
○  人材確保対策セミナー
◆ 「外国人の雇用制度と活用方法について」（講師：(株）Lipose 代表取締役 原田 秀樹 氏）
◆ 「やさしい日本語 ～一緒に働く為のコミュニケーションを考える～」（講師：岐阜県日本語教育総括コーディネーター 安藤 郁美 氏）
◆ 「特定技能の試験合格者向け求人情報提供サイトについて」（講師：（一社）全国農業会議所 青木 昂平 氏）
◆ 「特定技能外国人等の雇用支援策について」（岐阜県情報提供）
◆ 実例紹介・体験談（２経営体、JA）

・外国人を雇用する農業者から対応方法や課題等について説明
・農業分野に就労する外国人からの発表

○ 農業経営体と外国人材との交流会
・外国人材雇用経営体及び外国人材と雇用に関心のある経営体との交流会
・登録支援機関（２社）の相談ブースを設置し、個別相談の場を提供

オ 農業の「働き方改革」への取組

○農業分野における外国人材確保対策セミナーの開催 ※詳細はウに記載のとおり
・外国人雇用労務士より、外国人雇用における労務管理等に関する研修を実施。
・岐阜県日本語教育総括コーディネーターより、外国人材とのコミュニケーションに関する研修を実施。

令和５年度補正
労働力確保

体制強化事業

事業実施期間令和６年度〈産地間連携等推進タイプ〉
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本事業取組みにおける成果項目 次年度以降の取組み内容

• アンケートの実施により、平坦地域の外国人材に
対する需要がやや低いこと、外国人材の受入に際
し、住居や通勤手段の確保が課題として明らかと
なった。

• 人材確保対策セミナーをきっかけとして、登録支
援機関へ外国人雇用に関する相談があった。

• 「やさしい日本語」に関する研修が高評価であり、
産地内でキーワードとして浸透しつつある。

令和５年度補正
労働力確保

体制強化事業

事業実施期間令和６年度〈産地間連携等推進タイプ〉

• 労働力確保に関するニーズ調査の継続実施。

• 労働力確保事例などのチラシ作成。

• 産地間連携による労働力のリレー雇用。
＊ R7.1～R7.6→羽島市Ｉ農園

 R7.7～R7.12→高山市Ｓ農園

• 外国人材雇用の現場視察、外国人材との交流会。

• 平坦地域における、求人アプリ・サイト活用に関
する研修会の開催。

• 労務管理や人材募集等に関する研修会の開催。


	スライド 70
	スライド 71
	スライド 72

